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第
四
条
第
三
項
第
十
五
号
中
「
第
七
号
の
六
」
を
「
第

七
号
の
八
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
第
一
項
中
「
総
合
科
学
技
術
会
議
」
を
「
総

合
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議
」
に
改
め
る
。

第
三
章
第
三
節
第
二
款
第
三
目
の
目
名
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。

第
三
目

総
合
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
会
議

第
二
十
六
条
第
一
項
中
「
総
合
科
学
技
術
会
議
」を「
総

合
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議
」
に
改
め
、
同
項

第
四
号
中
「
及
び
第
二
号
」
を
「
並
び
に
第
二
号
及
び
前

号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
三
号

の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

内
閣
総
理
大
臣
の
諮
問
に
応
じ
て
研
究
開
発
の
成

果
の
実
用
化
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
の
促

進
を
図
る
た
め
の
環
境
の
総
合
的
な
整
備
に
関
す
る

重
要
事
項
に
つ
い
て
調
査
審
議
す
る
こ
と
。

第
二
十
六
条
第
二
項
中
「
第
六
号
」
を「
第
六
号
の
二
」

に
、「
及
び
同
項
第
二
号
」
を
「
並
び
に
同
項
第
二
号
及
び

第
四
号
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中「
及
び
同
項
第
二
号
」

を
「
並
び
に
同
項
第
二
号
及
び
第
四
号
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
第
一
項
中
「
二
年
」
を
「
三
年
」に
改
め
、

同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

第
一
項
の
議
員
の
任
期
が
満
了
し
た
と
き
は
、
当
該

議
員
は
、
後
任
者
が
任
命
さ
れ
る
ま
で
引
き
続
き
そ
の

職
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。

附
則
第
二
条
の
二
第
一
項
中
「
第
三
項
第
七
号
の
六
」

を
「
第
三
項
第
七
号
の
八
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
月

を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら

施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第
三
条
の
規
定
は
、
公
布

の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
内
閣
府
設
置
法
第

二
十
九
条
第
一
項
第
六
号
に
掲
げ
る
議
員
で
あ
る
者
の

任
期
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

◇
国
民
年
金
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
七
七
号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

国
民
年
金
法
第
一
二
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
同
法

第
一
二
条
第
六
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
を
準
用
す

る
場
合
に
必
要
な
技
術
的
読
替
え
を
定
め
る
も
の
と
し

た
。（
第
四
条
の
二
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
公
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び
信
頼

性
の
確
保
の
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
平
成
二
五
年
法
律
第
六
三
号
）
附
則
第

一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
六

年
一
二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
国
家
戦
略
特
別
区
域
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
一
七
八

号
）（
内
閣
府
本
府
）

１

国
家
戦
略
特
別
区
域
と
し
て
、
千
葉
県
成
田
市
、
東

京
都
千
代
田
区
、
中
央
区
、
港
区
、
新
宿
区
、文
京
区
、

江
東
区
、
品
川
区
、
大
田
区
及
び
渋
谷
区
並
び
に
神
奈

川
県
の
区
域
等
六
区
域
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

内
閣
府
設
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公

布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
六
年
五
月
一
日

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎

法
律
第
三
十
一
号

内
閣
府
設
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
総
合
科
学
技
術
会
議
」を「
総
合
科
学
技
術
・

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議
」
に
改
め
る
。

第
四
条
第
一
項
中
第
六
号
の
二
を
第
六
号
の
三
と
し
、

第
六
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六
の
二

研
究
開
発
の
成
果
の
実
用
化
に
よ
る
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
（
研
究
開
発
シ
ス
テ
ム
の
改
革

の
推
進
等
に
よ
る
研
究
開
発
能
力
の
強
化
及
び
研
究

開
発
等
の
効
率
的
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二

十
年
法
律
第
六
十
三
号
）
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す

る
も
の
を
い
う
。
第
三
項
第
七
号
の
三
及
び
第
二
十

六
条
第
一
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
促
進
を
図

る
た
め
の
環
境
の
総
合
的
な
整
備
に
関
す
る
事
項

第
四
条
第
三
項
第
七
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

七

科
学
技
術
基
本
計
画
（
科
学
技
術
基
本
法
（
平
成

七
年
法
律
第
百
三
十
号
）
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す

る
も
の
を
い
う
。）の
策
定
及
び
推
進
に
関
す
る
こ

と
。

第
四
条
第
三
項
中
第
七
号
の
六
を
第
七
号
の
八
と

し
、
第
七
号
の
二
か
ら
第
七
号
の
五
ま
で
を
二
号
ず
つ

繰
り
下
げ
、
第
七
号
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

七
の
二

科
学
技
術
に
関
す
る
関
係
行
政
機
関
の
経
費

の
見
積
り
の
方
針
の
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

七
の
三

研
究
開
発
の
成
果
の
実
用
化
に
よ
る
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
の
促
進
を
図
る
た
め
の
環
境
の

総
合
的
な
整
備
に
関
す
る
施
策
の
推
進
に
関
す
る
こ

と
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
六
年
五
月
一
日

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎

法
律
第
三
十
二
号

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
十
六
条
第
二
項
第
四
号
ワ
中
「
ヲ
」
を
「
ワ
」
に
改
め
、
同
号
中
ワ
を
カ
と
し
、
ト
か
ら
ヲ
ま
で
を
チ
か
ら
ワ

ま
で
と
し
、
ヘ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ト

小
規
模
団
地
住
宅
施
設
整
備
事
業
（
一
団
地
に
お
け
る
五
戸
以
上
五
十
戸
未
満
の
集
団
住
宅
及
び
こ
れ
ら
に

附
帯
す
る
通
路
そ
の
他
の
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
業
を
い
う
。
第
五
十
四
条
の
二
に
お
い
て
同
じ
。）

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
三
条

前
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施

行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
特
別
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
改

正
）

第
四
条

次
に
掲
げ
る
法
律
の
規
定
中
「
総
合
科
学
技
術

会
議
」
を「
総
合
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議
」

に
改
め
る
。

一

特
別
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二

十
四
年
法
律
第
二
百
五
十
二
号
）
第
一
条
第
十
七
号

及
び
第
五
十
一
号
並
び
に
別
表
第
一

二

科
学
技
術
基
本
法（
平
成
七
年
法
律
第
百
三
十
号
）

第
九
条
第
三
項

三

ヒ
ト
に
関
す
る
ク
ロ
ー
ン
技
術
等
の
規
制
に
関
す

る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
十
六
号
）
第
四

条
第
三
項

四

独
立
行
政
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構
法
（
平
成
十

四
年
法
律
第
百
五
十
八
号
）
附
則
第
五
条
の
三
及
び

第
五
条
の
四

（
文
部
科
学
省
設
置
法
の
一
部
改
正
）

第
五
条

文
部
科
学
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九

十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
四
十
四
号
及
び
第
四
十
六
号
中
「
関
す
る

こ
と
」
の
下
に「（
内
閣
府
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除

く
。）」
を
加
え
、
同
条
第
四
十
七
号
を
次
の
よ
う
に
改

め
る
。

四
十
七

削
除

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎

総
務
大
臣

新
藤

義
孝

文
部
科
学
大
臣

下
村

博
文

š
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